
 議案第５６号 

 

   かすみがうら市太陽光発電設備の適正な設置及び管理による生活    

   環境の保全に関する条例の制定について   

 

 かすみがうら市かすみがうら市太陽光発電設備の適正な設置及び管理による

生活環境の保全に関する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和元年９月３日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市太陽光発電設備の適正な設置及び管理による生活    

   環境の保全に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、市内の太陽光発電設備の適正な設置及び管理について必

要な事項を定めることにより、地域環境の保全を図り、もって市民の良好な

居住環境を維持することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備（建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物に設置されるものを

除く。）及びその附属施設をいう。 

（２） 設置者 太陽光発電設備を設置する者をいう。 

（３） 管理者 設置者が太陽光発電設備の管理を行わせるために置く者（設
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置者が太陽光発電設備の管理を行うときは、その設置者）をいう。 

（４） 特定設置者 設置者であって、次のいずれかに該当する太陽光発電設

備を設置する者をいう。この場合において、当該設置者が隣接する土地に

太陽光発電設備を既に設置し、又は現に設置を行っているときは、設置し

ようとする太陽光発電設備と隣接する土地の太陽光発電設備の出力及び事

業区域（太陽光発電設備の用に供する区域をいう。以下この条において同

じ。）の面積をそれぞれ合算するものとする。 

  ア 出力が５００キロワット以上であるもの 

  イ 事業区域の面積が５，０００平方メートル以上であるもの 

（５） 地域住民 隣接住民（事業区域に隣接する土地の所有権若しくは借地

権を有する者又は事業区域に隣接する土地に存する建築物の所有権、使用

賃借による権利若しくは賃借権を有する者をいう。）、周辺住民（事業区

域の境界から概ね３００メートル（太陽光発電設備の出力が５０キロワッ

ト未満の場合は１００メートル）の区域内に居住する者及び当該区域内に

おいて事業を営む者をいう。）その他太陽光発電設備の周辺環境の保全及

び災害防止のための配慮を要する者をいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、市内における太陽光発電設備の状況を把握するよう努め、太陽

光発電設備の適正な設置及び管理について必要な措置を講ずるものとする。 

 （設置者及び管理者の責務） 

第４条 設置者は、地域住民に対し、あらかじめ、設置（増設を含む。以下こ

の項において同じ。）を計画している太陽光発電設備について説明を行い、

当該太陽光発電設備の設置及び運用に関する理解を得られるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 設置者及び管理者は、太陽光発電設備の周辺環境の保全及び災害防止のた

め、必要な措置を講じなければならない。 
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３ 設置者及び管理者は、太陽光発電設備における災害時の措置及び太陽光発

電設備の廃止後の措置について、規則で定める事項を遵守しなければならな

い。 

４ 設置者又は管理者は、太陽光発電設備に係る事故が発生したとき、又は苦

情若しくは紛争が生じたときは、直ちに市長に報告し、必要な措置を講じる

とともに、誠意をもってその解決に当たらなければならない。 

 （特定設置者の責務） 

第５条 特定設置者は、前条に規定するもののほか、太陽光発電設備の災害時

及び廃止後の措置に充てる費用について計画的に積立てを行わなければなら

ない。 

 （地域住民の責務） 

第６条 地域住民は、自らが居住する地域の環境保全及び災害防止のために市

が実施する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （事前協議） 

第７条 設置者は、太陽光発電設備を設置しようとするときは、あらかじめ市

長と協議を行わなければならない。 

 （計画書の提出） 

第８条 設置者は、前条の規定による事前協議が終了したときは、太陽光発電

設備の設置に係る工事（木竹の伐採又は切土若しくは盛土を行う工事を含む。

以下同じ。）に着手する日の３０日前までに、太陽光発電設備の設置及び運

用に関する計画書を提出しなければならない。 

 （承認等の通知） 

第９条 市長は、前条に規定する計画書の提出を受けたときは、その内容を審

査し、計画の承認又は不承認を決定したときは、当該設置者に通知するもの

とする。 

２ 設置者は、前条の計画書の内容を変更したときは、再度協議を行い、前項
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の承認を受けなければならない。ただし、市長が別に定める軽微な変更につ

いては、この限りでない。 

 （協定の締結） 

第１０条 特定設置者は、前条の通知を受けた太陽光発電設備を設置しようと

するときは、太陽光発電設備の運用等及び廃止後の措置に関する協定を市長

と締結しなければならない。 

２ 特定設置者は、前項の協定の締結後において、市長から協議の申し出があ

ったときは、速やかに応じなければならない。 

 （着手届等） 

第１１条 設置者は、第９条の規定による承認を受けた太陽光発電設備の設置

に係る工事に着手したとき、及び工事が完了したときは、その旨を市長に届

け出なければならない。 

 （工事の完了検査） 

第１２条 市長は、前条の規定による届出（工事の完了の届出に限る。）があ

ったときは、第８条の計画書（第１４条第１項において準用する場合を含む。）

の内容に適合しているか否かについて検査を行い、適合していると認めると

きは、検査済証を当該設置者に交付するものとする。 

 （増設等への準用） 

第１３条 第７条から第９条まで、第１１条及び前条の規定は、太陽光発電設

備の増設、移転その他の規則で定める工事をする場合について準用する。 

 （管理者の設置等） 

第１４条 設置者は、管理者を置いたとき又は変更したときは、その旨を市長

に届け出なければならない。 

 （開始届等） 

第１５条 設置者は、太陽光発電設備の運用を開始し、又は廃止しようとする

ときは、その旨を市長に届け出なければならない。 
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 （地位の承継） 

第１６条 設置者の地位を承継した者は、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

２ 特定設置者の地位を承継した者は、第１０条の規定による協定を市長と新

たに締結しなければならない。 

 （報告の徴収） 

第１７条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、設置者又は管理者

に対して、太陽光発電設備の状況その他必要な事項に関し報告を求めること

ができる。 

 （立入検査等） 

第１８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、太陽

光発電設備に関係のある場所に立ち入り、太陽光発電設備の状況若しくは帳

簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係人に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、身分証明書を携帯し、関係人の

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

 （指導又は助言） 

第１９条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、設置者又は管理者

に対し、必要な指導又は助言をすることができる。 

 （勧告及び公表） 

第２０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、必要な措置を行

うよう勧告することができる。 

（１） 第７条の協議若しくは第９条の規定による承認を受けず、又は虚偽の

事実を述べて承認を受けた太陽光発電設備を設置した設置者 

（２） 第１０条の規定による協定を締結せずに太陽光発電設備を設置した特
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定設置者 

（３） 第１１条（第１３条において準用する場合を含む。）及び第１４条か

ら第１６条までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした設置者又

は管理者 

（４） 第１７条の規定による報告の求めに応じず、又は虚偽の報告をした設

置者又は管理者 

（５） 第１８条第１項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又

は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした

設置者又は管理者 

（６） 正当な理由なく前条の規定による指導に従わない設置者又は管理者 

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、

当該者の氏名及び住所（当該者が法人その他の団体であるときは、その名称

及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）並びに勧告の内容を公表す

ることができる。 

３ 市長は、前項の規定により公表をしようとするときは、あらかじめ当該設

置者又は管理者に対し、その旨及び公表の理由を通知し、意見を述べる機会

を与えなければならない。 

 （委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年１月１日から施行する。 

 （適用区分等） 

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後に太陽光発電設備の設置に係

る工事に着手する事業について適用する。 
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